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[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇コカイン使用疑いで米英五輪スタッフ逮捕 

＜共同通信 2021年 7月 13日＞ https://nordot.app/787458476421955584?c=39546741839462401 

 警視庁は 13日までに、コカインを使用したとして、麻薬取締法違反容疑で東京五輪のスタッフとして来日して

いた米と英国籍で電気技師の男 4人を逮捕した。 

-------------------- 

◇その他の事故、事件 

・消費生活用製品の重大製品事故:シュレッダーで火災等 

＜消費者庁 2021年 7月 13日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/024918/ 

   https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms202_210713_01.pdf 

１．ガス機器・石油機器に関する事故該当案件：なし 

２．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因が疑われる事故：１件 

（うちシュレッダー１件） 

３．ガス機器・石油機器以外の製品に関する事故であって、製品起因か否かが特定できていない事故：７件 

（うち食器洗い乾燥機１件、靴（軽登山用）１件、ラミネーター１件、リチウム電池内蔵充電器１件、 

電気炊飯器１件、加湿器（ハイブリッド式）１件、扇風機１件） 

---------- 

・熱中症、搬送は 2568人 6人死亡、前週から急増 

＜共同通信 2021年 7月 13日＞ https://nordot.app/787611916593840128?c=39546741839462401 

 総務省消防庁は 13日、熱中症のため 5～11日の 1週間に全国で 2568人が救急搬送されたとの速報値を発表し

た。6人は搬送時に死亡が確認された。前週（6月 28日～7月 4日）の 1399人から急増し、今年初めて 2千人を

超えた。 

 消防庁は、マスク着用により熱中症のリスクが高まるとして、近くに人がいない場合はマスクを外すなどの予

防策を呼び掛けている。 
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 死亡したのは福井、三重、岡山、徳島、愛媛、沖縄各県 1人。3週間以上の入院が必要な重症は 59人、短期の

入院が必要な中等症は 793人だった。65歳以上の高齢者は 1441人と全体の 56.1％を占めた。 

 

・全国消防イメージキャラクター「消太（しょうた）」を活用した熱中症予防広報の実施 

＜消防庁 2021年 7月 13日＞ 

https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/210713_kyuuki_01.pdf 

本日７月 13 日(火)より、全国消防イメージキャラクター「消太（しょうた）」※を 活用した熱中症予防啓発

をテーマとする動画を、消防庁ホームページにて 公開するとともに、全国の消防本部へこの動画を活用し、熱中

症予防啓発 の強化に取り組むよう呼びかけます。 

※ 全国消防イメージキャラクター「消太」とは 

より一層「親しまれる消防」をめざして、消防防災に係る様々な広報活動に使用することを目的に自治体

消防制度６０周年を記念して作成した、消防共通のイメージキャラクター。 

〇 熱中症の発生状況と予防啓発の取組 

消防庁では、毎年全国の消防本部を対象に熱中症による救急搬送人員の調査を実施し、その数値を公表してい

ます。昨年（令和２年）は、６月から９月までの全国の熱中症による救急搬送人員の合計が 64,869 人となり、

調査開始以降、過去３番目に多い数値を記録しました。 

こうした中、消防庁では、熱中症予防啓発の各種コンテンツを消防庁ホームページの熱中症情報サイトに掲載

しているほか、ツイッターによる注意喚起や消防本部に対する熱中症予防啓発活動の強化を呼びかけるなど、熱

中症予防啓発を推進しています。 

〇 今回作成した動画のねらい、内容について 

今回作成した動画は、７月 13 日(火)から消防庁ホームページにて公開するとともに、全国の消防本部へこの

動画を活用し、熱中症予防啓発の強化に取り組むよう呼びかけます。また、今回の動画では、国民の皆様に、適

宜マスクを外すなどの「新しい生活様式」にも対応した熱中症予防に引き続き努めていただくようお願いしてい

ます。 

今回の動画も契機として、より多くの皆様に熱中症予防の大切さをお伝えすることができればと考えています。 

動画 URL：https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/post3.html#heatstroke04 

---------- 

・高校生にわいせつ行為した疑い 高知大特任准教授を逮捕 

＜朝日新聞 2021年 7月 13日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP7F3K3NP7DPTLC023.html 

18歳未満と知りながら女子高校生にわいせつな行為をしたとして、高知県警は 12日、高知大学次世代地域創造

センター特任准教授の松浦孝範容疑者（47）=高知市相生町=を、県青少年保護育成条例違反（淫行）の疑いで逮

捕し、発表した。容疑を認めているという。高知東署によると、松浦容疑者は今年冬ごろ、SNSで県内の女子高

生（16）と知り合い、3月に高知市内のホテルでわいせつな行為をした疑いがある。 

-------------------- 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 

・ジェネリック工場を一斉検査 小林化工、日医工不正で厚労省 

＜共同通信 2021年 7月 15日＞ https://nordot.app/788088045491257344?c=39546741839462401 

 福井県あわら市の小林化工や富山市の日医工などジェネリック医薬品（後発薬）メーカーで不正が相次いだこ

とを受け、厚生労働省と沖縄県を除く 46都道府県が、医薬品医療機器法に基づき、各地の後発薬などの製薬工場

に一斉に立ち入り検査していたことが 14日、関係者への取材で分かった。製造手順や品質管理の状況を直接確認

し、不正防止を徹底する狙い。 

 関係者によると、立ち入り検査は 6月 1日～7月 13日に無通告で実施。厚労省は内容を精査し、8月に結果を

報告書にまとめる。不適切な事案が分かれば、各都道府県などが行政処分の対象とする。 

---------- 

・オブジェ火災、元学生に有罪判決 5歳児死亡、東京地裁 

＜共同通信 2021年 7月 13日＞ https://nordot.app/787490358223552512 
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 東京・明治神宮外苑のイベント会場で 2016年、木製オブジェが燃え、中で遊んでいた幼稚園の男児＝当時（5）

＝が死亡した火災で、重過失致死傷罪に問われた建設業の男（23）と大学院生の男（24）に、東京地裁（下津健

司裁判長）は 13日、それぞれ禁錮 10月、執行猶予 3年（いずれも求刑禁錮 1年）の有罪判決を言い渡した。 

 検察側が「火が燃え広がることは容易に想像できた」と指摘したのに対し、2人は「火事になるとは夢にも思

わなかった」と無罪を主張し、火災の発生を予見できたかどうかが争点となった。 

 2人はいずれも当時未成年で、オブジェを展示した日本工業大の学生だった。 

---------- 

・ネット中傷 1436件削除 開始 1年、相談は 2千件超 

＜共同通信 2021年 7月 13日＞ https://nordot.app/787484234266525696?c=39546741839462401 

 インターネット上の誹謗中傷の相談を受け付けるセーファーインターネット協会（東京）が、被害者に代わっ

てサイト運営業者に削除要請した結果、1年間で 1436件の投稿が削除されたことが 13日、同協会への取材で分

かった。ホットラインへの相談件数は 2630件に上り、個人が特定されて明らかに中傷に当たる投稿について削除

を要請していた。 

 削除された相談内容には、個人名や顔写真を載せた上で、感染の事実がないのに「コロナに感染」「コロナま

き散らす」などと書き込んだ悪質な投稿もあった。 

 同協会は昨年 6月「誹謗中傷ホットライン」を設置。1年間の相談内容を集計した。 

---------- 

・三菱電、社員に不正の申告要請 協力なら懲戒処分せず 

＜共同通信 2021年 7月 14日＞ https://nordot.app/787999841643069440?c=39546741839462401 

-------------------- 

□大災害、原発事故対策 

[福島原発事故] 

・食品中の放射性物質の検査結果について（１２４４報）（東京電力福島原子力発電所事故関連） 

＜厚生労働省 2021年 7月 14日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=Y5gjHFTSqbjDBM7xY 

１ 自治体の検査結果 

宮城県、仙台市、秋田県、茨城県、埼玉県、東京都、文京区、杉並区、神奈川県、横浜市、山梨県 

※ 基準値超過   なし 

２ 緊急時モニタリング又は福島県の検査結果 

   ※ 基準値超過   なし 

３  国立医薬品食品衛生研究所における検査 

※ 基準値超過 なし 

---------- 

・トリチウム濃度は検知不可能 処理水放出、日本海で試算 

＜共同通信 2021年 7月 13日＞ https://nordot.app/787591654914818048?c=39546741839462401 

 東京電力福島第 1原発事故の処理水などに含まれる放射性物質トリチウムについて、敷地内に残留すると推定

される全量を 1カ月間で海洋放出した場合でも、日本海や太平洋中央部での濃度上昇はごくわずかで、検知不能

とする試算結果を、筑波大の青山道夫客員教授が 13日までに日本保健物理学会で発表した。 

 政府は 4月、福島第 1で保管する処理水の海洋放出を決定したが、韓国や中国が強く反発。処理水の約 7割に

は他の放射性物質も含まれ、東電は再浄化して放出する方針だ。青山氏は「除去が難しいトリチウム以外の放射

性物質を徹底的に取り除くことが重要」と指摘している。 

---------- 

・除染土使用の鉢植えを首相官邸に 安全性アピール、再生利用推進 

＜共同通信 2021年 7月 13日＞ https://nordot.app/787513908227915776?c=39546741839462401 

 東京電力福島第 1原発事故に伴う福島県内の除染土を使った鉢植えの観葉植物を首相官邸と復興庁、自民党本

部、公明党本部に置いたと小泉進次郎環境相が 13日の閣議後会見で発表した。除染土の安全性をアピールし、再

生利用を進めたい考え。 
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 環境省に置いていた 8個のうち 4個を移した。小泉氏は「小さな一歩だが動きを見せることが重要」と述べ、

政府が率先して取り組む考えを示した。 

 除染で出た土は福島県内の中間貯蔵施設に保管され、2045年までに県外で最終処分すると法律で定められてい

る。環境省は、放射性物質濃度が低い土を公共工事などに使う再生利用を進める方針だが、難航している。 

-------------------- 

[原子力施設全般] 

・硫化水素漏れ 7人体調不良、宮城 女川原発の廃液タンク 

＜共同通信 2021年 7月 14日＞ https://nordot.app/787586241040711680?c=39546741839462401 

 宮城県の東北電力女川原発で 12日、1号機の廃棄物処理建屋にあるタンク内の硫化水素が別の建屋に漏れ、吸

い込んだ 20～50代の作業員の男女 7人が体調不良となったことが 13日、分かった。このうち 50代の女性 1人が

めまいや吐き気を訴え同県石巻市の病院に救急搬送された。中毒症状と診断されたが既に退院。東北電が発表し

た。 

 他の 6人は頭痛や不快感を訴え、うち 40代の女性 1人が経過観察のため 13日、新たに入院した。 

 東北電によると、タンクには放射線管理区域内で使った作業服の洗濯廃液があり、発生した硫化水素が配管を

通じて作業員がいた 2号機の制御建屋に漏れたとみられる。 

---------- 

・落雷で原子炉監視機器が停止 近畿大の研究用、外部影響なし 

＜共同通信 2021年 7月 14日＞ https://nordot.app/787949510700777472?c=39546741839462401 

 原子力規制委員会は 14日、近畿大原子力研究所（大阪府東大阪市）で、落雷による停電のため研究用原子炉（出

力 1ワット）の監視機器が使えなくなったと発表した。原子炉は停止中で、外部への放射性物質の漏えいなどは

ない。 

 規制委によると、14日午後 1時 10分ごろ停電が発生、いったん復旧したが約 10分後に再び停電し、中央制御

室から原子炉の出力などを監視できなくなった。原子炉は午前中から午後 1時前まで運転していた。近畿大から

午後 1時半ごろ報告があった。 

 規制委は、原子炉の出力が小さいことなどから、非常用発電機の設置は求めていない。 

---------- 

・規制委、東電社長を聴取 柏崎刈羽のテロ対策不備問題 

＜朝日新聞 2021年 7月 13日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP7F625RP7DULBJ013.html 

東京電力柏崎刈羽原発（新潟県）でテロ対策の不備が相次いだ問題で、原子力規制委員会は 13日、東電本社（東

京都千代田区）に法令に基づく立ち入り検査に入り、小早川智明社長への聴き取りや資料の確認を行った。規制

委が電力会社に立ち入り、トップから事情を聴くのは異例だ。 

 検査は、原子炉等規制法に基づくもの。規制委の担当者ら 4人が東電本社に入り、小早川社長から問題が発覚

した時の認識などを約 1時間にわたって聴いた。終了後、規制委の金子修一・検査チーム長は、核物質防護に関

する情報は機密性が高く取り扱いが難しいとして、「社内での情報共有が必ずしも十分でなかったのではないか、

という印象を受けた」と話した。 

 柏崎刈羽原発では今年に入り、テロ対策の不備が相次いで発覚。昨年 3月以降、不正な侵入を検知する複数の

設備が故障するなどし、外部から侵入されかねない状態が長期間続いていたことが明らかになった。さらに、昨

年 9月に社員が同僚の認証カードで中央制御室に不正入室していたことも判明した。 

 一連の問題を受け、規制委は今年 4月、東電に同原発内での核燃料の移動を禁じる是正措置命令を出し、原因

と再発防止策などの報告書を 9月 23日までに提出するよう求めている。 

 規制委はその後、数カ月間に及ぶ本格的な検査を予定。その上で、東電の核物質防護に対する取り組みが十分

かどうかを最終的に判断する。一連の検査には 1年以上かかる見込みで、その間は再稼働できない状態が続く。 

 柏崎刈羽原発をめぐっては、東電が今年 1月に完了したと発表していた 7号機の安全対策工事で、耐火材の未

設置など工事の未完了が 89カ所あったことが判明。さらに「6、7号機の消火配管で、ずさんな溶接を行ってい

る」などと工事の不備を告発する情報提供があったことも判明し、東電が調査を進めている。 
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-------------------- 

[原爆被爆者対策] 

・「黒い雨」二審も原告全面勝訴 広島高裁、厚労省の検証にも影響 

＜共同通信 2021年 7月 14日＞ https://nordot.app/787926105688080384?c=39546741839462401 

 広島への原爆投下直後に降った「黒い雨」を浴びたのに国の援護を受けられないのは違法として、住民 84人（死

亡者含む）が広島県と広島市に被爆者健康手帳の交付を求めた訴訟で、広島高裁（西井和徒裁判長）は 14日、全

員を被爆者と認定した一審判決を支持、県や市、国側の控訴を棄却し、手帳交付を命じた。 

 昨年 7月の広島地裁判決に続き、被爆者援護法の救済理念に基づき、国の援護行政の見直しを迫る内容。一審

判決後に厚生労働省は、援護の「特例区域」拡大を求める県と市の要望を受け、降雨域や健康への影響を検証す

る有識者検討会を設けて議論している。判決内容は検証に影響しそうだ。 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染症の患者等の発生について（空港検疫） 

＜厚生労働省 2021年 7月 14日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=W6AbJGzqkYD7PPDJY 

・「都道府県別の懸念される変異株の国内事例数(ゲノム解析)」を掲載しました 

＜厚生労働省 2021年 7月 14日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=M8hzTASC-eiTVKqhY 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・東京 新型コロナ１１４９人感染 ５月の第４波のピーク超える 

＜NHK 2021年 7月 14日＞ https://www3.nhk.or.jp/shutoken-news/20210714/1000067317.html 

・インドで確認のデルタ株 東京で半数近くと推定 国立感染研 

＜NHK 2021年 7月 14日＞ https://www3.nhk.or.jp/shutoken-news/20210714/1000067321.html 

・従来株感染、変異株にも抗体 神戸大が患者 81人調査 

＜共同通信 2021年 7月 13日＞ https://nordot.app/787624404057178112?c=39546741839462401 

-------------------- 

[対策・予防] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム(HER-SYS)：Health Center Real-time 

information-sharing System on COVID-19  

＜厚生労働省 2021年 7月 14日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=5xynmNBWLTxHgEt1Y 

・職場における新型コロナウイルス感染症対策の徹底について経済団体などに協力を依頼しました 

〜「新型コロナワクチンの接種」や「保健所との連携」などについての留意点を周知依頼〜 

＜厚生労働省 2021年 7月 13日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=-wC1OY4hNnxYgKRpY 

・自治体・医療機関向けの情報一覧（事務連絡等）（新型コロナウイルス感染症）2021年を更新しました 

＜厚生労働省 2021年 7月 13日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=M8h8LO7igBPqMhKhY 

・レムデシビル（販売名：ベクルリー点滴静注液 100 mg、同点滴静注用 100mg）の投与をお考えの医療機関の皆

さまへを更新しました。 

＜厚生労働省 2021年 7月 13日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=8wi9MYYpPnRQiK1hY 

---------- 

◇ワクチン、検査薬、治療薬等 

・「ワクチン 4000万回分」の行方は在庫？未接種？それとも記録遅れ？ 

＜FNNプライムオンライン 2021年 7月 13日＞ https://www.fnn.jp/articles/-/209124 

・働き盛りの後回しは妥当か ４０～５０代はワクチン“置き去り世代” 接種６０００万回突破も「重症者が増

えたら社会崩壊を招く」 
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＜夕刊フジ 2021年 7月 13日＞

https://news.infoseek.co.jp/article/00fujidom2107130008/?tpgnr=poli-soci 

 

・モデルナワクチン 接種可能年齢を 12歳以上に引き下げへ 厚労省 

＜NHK 2021年 7月 15日＞ https://www3.nhk.or.jp/news/html/20210715/k10013140091000.html 

・「効果は想像以上」のコロナワクチン、毎年打つ必要はない？ 

＜AERAdot. 2021年 7月 14日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/3ca9e10f81b366bf21f46ea118e98c148d4cbf5d 

 

・米ＦＤＡ、Ｊ＆Ｊ製ワクチン巡り警告へ まれな自己免疫疾患 

＜REUTERS 2021年 7月 13日＞ 

https://jp.reuters.com/article/health-coronavirus-johnsonjohnson-idJPL4N2OO393 

・Ｊ＆Ｊ製ワクチン接種後、ギラン・バレー症候群の発症例…急激な筋力低下など 

＜読売新聞 2021年 7月 13日＞ https://www.yomiuri.co.jp/medical/20210713-OYT1T50097/ 

 

・「不妊リスク」「遺伝子組み換え」ワクチン誤情報拡散…医師ら発信源のケースも 

＜読売新聞 2021年 7月 14日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20210714-OYT1T50080/ 

・ワクチン接種時に「肝炎検査を強要された」…苦情相次ぎ市が調査へ 

＜読売新聞 2021年 7月 14日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20210714-OYT1T50112/ 

 

・WHO、ワクチン供給格差に懸念 3回目 4カ国「著しく不公平」 

＜共同通信 2021年 7月 13日＞ https://nordot.app/787648779653922816?c=39546741839462401 

---------- 

◇大学等関係 

・後期授業までに接種を完了 申請した全大学で、文科相 

＜共同通信 2021年 7月 13日＞ https://nordot.app/787525969056219136?c=39546741839462401 

 萩生田光一文部科学相は 13日の閣議後記者会見で、新型コロナウイルスワクチン接種を申請した大学全てで

「後期授業までには（学生などへの）接種を終えることができる」との見通しを示した。既に必要なワクチンを

確保しているという。 

 文科省によると、国公私立大 392校が政府にワクチン接種を申請し、今週末までに 143校で開始される見込み。

その他の大学は 8月 2日以降にワクチンの供給が受けられるとしている。 

 また、海外大学への進学や留学のためにワクチンの優先接種を文科省に希望した学生らは約 2600人に上ると公

表。うち約 1900人は既に接種を終えたと説明した。 

----- 

・大学教員を悩ませる「オンライン講義中の学生の部屋が丸見え」問題 

＜NEWSポストセブン 2021年 7月 13日＞ 

https://www.news-postseven.com/archives/20210713_1675400.html?DETAIL 

 ワクチン接種が進むものの、いまだ新規感染者数は下げ止まらない新型コロナウイルス禍。都市部の大学では、

現在も大人数講義でオンライン授業が続けられている。Zoomをはじめとしたビデオ会議ツールに慣れてきた学生

も増えているが、オンライン講義では“プライバシー”に関する意識の低さが露見するケースもあるようだ。 

 都内の私立大学で教鞭を取る Aさん（30代）は、次のように不安の声を寄せる。 

「同時双方向型（※リアルタイムで Zoomなどを使い授業をすること）の演習や講義の際に、『なるべく背景は白

壁にするか、バーチャル背景を設定するようにしましょう』と呼びかけています。しかし、多くの学生が自室や

リビングが見える状態のまま、ビデオをオンにしているのです。先日は、服や下着などが散らかったままのベッ

ドが映り込んでいる学生や、部屋の窓から自宅が特定できそうなビルなどが映っている学生もいました。 

 SNSに投稿した画像から、ユーザーの自宅や生活エリアが特定されることは珍しくありません。それによって
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ストーカー被害に遭うケースもある。そうした報道を紹介しながら啓発しているのですが、学生たちは『部屋が

見えても特定されるわけがない』と高をくくっているのか、なかなか対応しようとはしません」 

 こうした A氏の指摘を受けて、別の都内大学で勤務する助教・B氏（20代）も、次のように語る。 

「たしかに、僕が担当している授業でも部屋が丸見えの学生は少なくありません。部屋に貼っている“推し”の

ポスターや写真までくっきり見える場合もあります。本人たちはなにも気にしていないようですが、やはり保護

者や教員が啓発していくべき問題でしょう。 

 一方で、それを単純に学生の意識の低さだけの問題と片付けられない事情もある。たとえば、Zoomで『バーチ

ャル背景を設定してください』と言っても、PCのスペックによっては背景が設定できない仕様になっている。デ

ュアルコア 2Ghz以上のプロセッサを搭載しているか、OSを最新版にアップデートしているか、などスペック要

因も大きい。そうした際に、『せめて無地の壁をバックにしてほしい』と伝えても、『無地の壁だけが写せるよ

うな場所はありません。どこで授業を受けても生活空間が映ります』という下宿学生もいるわけです。 

 近年、大学に各自がノートパソコンを持参し、授業を受けましょうという BYOD（※ Bring Your Own Device＝

私的デバイス活用）を推進するところも増えています。今後、こうした個人所有の PCスペックの差が、ますます

大学講義や演習への満足度を規定してしまう可能性がある。オンライン授業におけるプライバシー問題だけでな

く、より根本的には、こうした格差をいかにフラットにしていくのかが課題ですね」（B氏） 

 オンライン授業への「慣れ」が、プライバシー保護への意識の低さを招いている側面もある。そうした ITリテ

ラシーの問題だけでなく、PCのスペックの問題も見逃せない。学生たちは「大学の友達と教員しか見ていないか

ら」と油断することなく、背景ひとつでも個人情報漏洩につながることを知っておいたほうがいいだろう。 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・ワクチン以外は「感染拡大の要素だけ」 新味乏しい対策 

＜朝日新聞 2021年 7月 13日＞ 

https://www.asahi.com/articles/ASP7D73RQP7DULBJ008.html?iref=comtop_7_02 

********************************************************************************************* 

[3] 剥離剤を使用した塗料の剥離作業における労働災害防止について（令和2年8月17日付け基安化発0817第1号、

最終改正令和3年7月5日） 

＜厚生労働省 2021年7月6日＞ https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000803266.pdf 

                                      ----＞ 末尾 [付録]  

********************************************************************************************* 

[4] 健康安全 

◇健康情報、どう付き合う？ コロナ、肥満、がん… 踊らされず判断を 

＜共同通信 2021年 7月 13日＞ https://www.47news.jp/news/6433209.html 

 世の中には多くの健康情報があふれている。新型コロナウイルス感染を防ぐとして話題になった食べ物やサプ

リメントもあるが本当に効き目があるのだろうか。しっかりした医学的根拠（エビデンス）に基づく健康情報の

発信に長年取り組んできた国立健康・栄養研究所の津金昌一郎所長は「確かな裏付けがない情報がメディアで広

がる例もある。安易に踊らされず冷静に信頼性を判断してほしい」と訴える。 

 ▽根拠 

 「現時点で新型コロナウイルス感染症に対する予防効果が確認された食品・素材の情報は見当たりません」。

同研究所はホームページの「『健康食品』の安全性・有効性情報」で、風邪やインフルエンザ、新型コロナの予

防に効果があるとの情報やうわさが広がった食品について根拠を調べた結果を公開している。 

 米国立医学図書館のデータベースでこれまでに４０以上の対象を検討したが、少なくともコロナに対する効き

目がはっきり確認されたものは見つからなかった。 

 朝鮮ニンジンや緑茶などインフル症状に効くと宣伝されるものもあるが、コロナ予防の効果はみられない。ビ

タミンＣやビタミンＤのサプリメントはインフル症状の予防の効果があるとする報告と、効果がないとする報告

が混在して結論は出ていない。健康食品として人気のマヌカハニーや納豆、みそにはインフルを含む感染症の予

防効果は確認されなかった。 
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 「おいしくて本人の気分が良くなるならそれでもいい」と津金さん。「ただ健康にいいと聞くと、まずくても

高くてもそればかり摂取する人が出てくる。食生活のバランスを崩す可能性がある」と話す。 

 ▽日本人と欧米人 

 津金さんは国立がん研究センターで多くの日本人を対象に、どんな生活をするとがんや心臓病、糖尿病などの

病気になりやすいかを長期間にわたって追跡する疫学研究の責任者を務めてきた。今年２月には最新の研究結果

を他の研究機関と「健康寿命延伸のための提言」としてまとめた。 

 私たち日本人が注意したいのが「肥満」に対する考え方だ。太りすぎはがん死亡などの健康リスクを高めるが、

逆に痩せすぎもリスクになる。肥満ばかりを気にしていてはかえって健康を害することもある。 

 背景にあるのが日本人と欧米人の体格の違い。肥満度は体重を身長の２乗で割った「体格指数（ＢＭＩ）」で

示すが、米国ではこの数値が３０以上の肥満が人口の３割以上を占める。日本では数％と少ない。 

 欧米人を対象にした研究と日本人の研究を合わせると、ＢＭＩと健康リスクの関係は「Ｕ字カーブ」を描く。

欧米人はＢＭＩが高めの位置に分布し、日本人は低めに分布している。 

 ▽生活習慣 

 「日本では欧米並みの肥満は少数派。大多数の人には『適正体重を心掛けよう』というのが正しいメッセージ

だ」と津金さん。「全国民に向けて一律に肥満防止のメッセージを送り続ける日本のメタボ対策は間違っている

可能性がある」と指摘する。 

 コロナ感染では喫煙や肥満、糖尿病などが重症化リスクになることが注目された。さまざまな病気のリスクを

高めるたばこをやめ、塩分が少なくバランスの良い食事を心掛け、適度な運動を日常的に続けるのが有効だ。 

 「こんな当たり前の生活習慣が、慢性疾患だけでなく感染症にも強い健康な体をつくる。パンデミックは従来

の医療体制を大きく見直す契機になりそうだが、長期的に見れば健康な体づくりの重要性はこれまでと変わらな

い」と津金さんは語る。 

********************************************************************************************* 

[5] 農薬 

◇農薬登録情報ダウンロードを更新しました。 

＜農林水産消費安全技術センター(FAMIC) 2021年7月9日＞ http://www.acis.famic.go.jp/ddownload/ 

********************************************************************************************* 

[6] 食品安全衛生関係 

◇特別用途食品の許可について 

＜消費者庁 2021年 7月 13日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/024732/ 

   https://www.caa.go.jp/notice/assets/food_labeling_cms206_20210713_03.pdf 

乳児用調製液状乳：１件 

とろみ調整用食品：３件 

(参考) 

特別用途食品とは、乳児、幼児、妊産婦、病者等の発育、健康の保持・回復等の特別の用途に適する旨を表示し

て販売される食品です。特別用途食品として販売するためには、その表示について国の許可を受ける必要があり

ます。 

詳しくは、「特別用途食品とは」 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/health_promotion/pdf/food_labeling_cms206_200602

_03.pdf 

を御覧ください。 

---------- 

◇食品安全情報（化学物質） No.14 を掲載しました。 

＜国立医薬品食品衛生研究所(NIHS) 2021年7月8日＞ 

http://www.nihs.go.jp/dsi/food-info/foodinfonews/2021/foodinfo202114c.pdf 

食品の安全性に関する国際機関や各国公的機関等の最新情報が紹介されている。 

********************************************************************************************* 
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[7] 温暖化対策関係 

◇EU、35年にガソリン車禁止 26年国境炭素税導入、世界初 

＜共同通信 2021年 7月 14日＞ https://nordot.app/788022313329360896?c=39546741839462401 

********************************************************************************************* 

[8] 調査、公募、意見募集等 

[公募、意見募集等] 

◇令和２年度３次補正予算二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（再エネの最大限の導入の計画づくり及び地

域人材の育成を通じた持続可能でレジリエントな地域社会実現支援事業）の三次公募について 

＜環境省 2021年 7月 13日＞ https://www.env.go.jp/press/109788.html 

---------- 

◇化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行令附則第三項の表PFOS又はその塩の項に規定する消火器、

消火器用消火薬剤及び泡消火薬剤に関する技術上の基準を定める省令の一部を改正する省令案に関する意見公募

（パブリックコメント）について 

＜経済産業省・厚生労働省・環境省・国土交通省・総務省・防衛省 2021年 7月 7日＞ 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=195210016&Mode=0 

---------- 

◇化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行令附則第三項の表PFOS又はその塩の項に規定する製品で

PFOS又はその塩が使用されているものの容器、包装又は送り状に当該第一種特定化学物質による環境の汚染を防

止するための措置等に関し表示すべき事項の一部を改正する件に関する意見公募（パブリックコメント）につい

て 

＜経済産業省・厚生労働省・環境省 2021年 7月 7日＞ 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=195210017&Mode=0 

---------- 

◇「食品、添加物等の規格基準の一部を改正する件（案）」（農薬等（イソメタミジウム等12品目）の残留基準

の改正）に関する御意見の募集について 

＜厚生労働省 2021年7月8日＞ 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495210126&Mode=0 

-------------------- 

[公募結果、意見募集結果] 

◇「データ創出・活用型マテリアル研究開発プロジェクトの FS実施機関」採択機関の決定について 

＜文部科学省 2021年 7月 13日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/af4Yac3fhKisaqbL 

https://www.mext.go.jp/content/20210625-mxt_nanozai-000016354_2.pdf 

 FS：feasibility study、フィジビリティスタディ、「実行可能性調査」「企業化調査」「投資調査」「採算性調査」 

-------------------- 

[調査結果] 

◇「仮想空間の今後の可能性と諸課題に関する調査分析事業」の報告書を取りまとめました 

＜経済産業省 2021年 7月 13日＞ 

https://www.meti.go.jp/press/2021/07/20210713001/20210713001.html?from=mj 

********************************************************************************************* 

[9] その他省庁発表 

◇種苗法第二十一条の二第三項の規定に基づく輸出する行為に係る事項を公示する件（農林水産省告示第 1184、

1185号） 

   [官報] 令和 3年 7月 15日 号外 第 164号 8～16頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20210715/20210715g00164/20210715g001640008f.html 

---------- 

◇学校における ICT環境の整備・運用について 
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＜文部科学省 2021年 7月 14日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/af5aac3g41nS6xbN 

********************************************************************************************* 

[10] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 

[開催案内] 

・飯舘村長泥地区環境再生事業の現地見学会の開催（一般の方向け）について 

＜環境省 2021年 7月 13日＞ https://www.env.go.jp/press/109785.html 

開催日（予定）：令和３年８月３日（火）、８月 21日（土）、９月７日（火）、９月 18日（土） 

        以降、毎月２回、定期的に開催いたします。 

        10月以降の開催日については、下記見学会詳細ウェブサイトに今後掲載していきます。 

・薬事・食品衛生審議会(食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会)   7月 7日 

＜厚生労働省 2021年 7月 13日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=K9Bl6V7x5qyIUG65Y 

１ 食品中の残留農薬等に係る基準の設定について 

２ その他 

・食品安全委員会 遺伝子組換え食品等専門調査会（第２１３回）の開催について   ７月２１日 

＜内閣府 2021年 7月 13日＞ http://www.fsc.go.jp/senmon/idensi/annai/idensi_annai_213.html 

（１）食品健康影響評価について意見を求められた遺伝子組換え食品等の安全性評価について 

・収量増加及び除草剤グルホシネート耐性トウモロコシ（DP202216）（食品・飼料） 

・JPAo007株を利用して生産されたカルボキシペプチダーゼ 

・JPAo008株を利用して生産されたアミノペプチダーゼ  

（２）その他 

・第 3回食品添加物の不使用表示に関するガイドライン検討会の開催について   7月 21日 

＜消費者庁 2021年 7月 14日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/024642/ 

(1)食品添加物の不使用表示の表示方法の考え方 

(2)その他 

・産業構造審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会自動車リサイクルワーキンググループ、中央

環境審議会循環型社会部会自動車リサイクル専門委員会合同会議（第 55回）    7月 15日 

https://wwws.meti.go.jp/interface/honsho/committee/index.cgi/committee/41106 

1. 「自動車リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書（案）」に対するパブリックコメントで寄せ

られた御意見の概要及びそれに対する考え方（案）について 

2. 自動車リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書（案）について 

・総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会(第 54

回）   7月 16日 

https://wwws.meti.go.jp/interface/honsho/committee/index.cgi/committee/41046 

1. 非化石価値取引市場について 

2. 今後の供給力確保策について 

・第 18回環境省国立研究開発法人審議会の開催について   ７月 30日 

＜環境省 2021年 7月 13日＞ https://www.env.go.jp/press/109776.html 

   令和２年度に係る業務実績の評価及び第４期中長期目標期間評価等について 

・産業構造審議会グリーンイノベーションプロジェクト部会エネルギー構造転換分野ワーキンググループ（第 4

回）   7月 15日 

＜経済産業省 2021年 7月 13日＞ 

https://wwws.meti.go.jp/interface/honsho/committee/index.cgi/committee/41086 

個別プロジェクトに関する研究開発・社会実装計画（案）について（①CO2を用いたコンクリート等製造技術開

発、②CO2等を用いたプラスチック原料製造技術開発） 

・中央教育審議会大学分科会（第 162回）の開催について   7月 21日 

＜文部科学省 2021年 7月 14日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/af5aac3g41nS6xbL 
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1. 大学設置基準の一部改正について 

2. 大学院設置基準等の一部改正について 

3. 魅力ある地方大学の在り方について 

4. 「大学入試のあり方に関する検討会議 提言」について 

5. その他 

・第６１回中央最低賃金審議会の開催について   ７月 16日 

＜厚生労働省 2021年 7月 14日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=6RKplt5YIzJJjnh7Y 

令和３年度地域別最低賃金額改定の目安について（答申） 

-------------------- 

[開催記録、報告、資料等] 

・大学院部会（第 101回） 配付資料   7月 6日 

＜文部科学省 2021年 7月 14日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/af5aac3g41nS6xbH 

1. 部会長の選任等について 

2. 大学院部会の運営について 

3. 第 11期大学院部会の審議の方向性について 

4. その他 

********************************************************************************************* 

[11] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係 

・ＲＳウイルス感染急増 昨年の４００倍超 

＜産経ニュース 2021年 7月 13日＞ 

https://news.yahoo.co.jp/articles/a67285cf910f9737f7434e122cbbd02e51fc0ef9 

-------------------- 

◇新化学物質、化学物質新利用技術等 

・酒造りに匂いセンサー活用 三洋化成、酒造会社と研究 

＜共同通信 2021年 7月 13日＞ https://nordot.app/787576172312870912?c=39546741839462401 

 三洋化成工業は 13日、京都の酒造会社と組み、匂いを定量化するセンサーの共同研究を進めると発表した。日

本酒の品質安定や新商品開発に取り組み、2022年の実用化を目指す。日本酒だけでなく他の食品や医療分野での

活用も検討する。 

 AIを搭載した匂いセンサーの試作機を、酒どころで知られる京都・伏見の都鶴酒造に設置。日本酒の醸造工程

での香りが目標とする匂いにどれだけ近いかを数値化し、品質の安定化につなげる。 

 将来は食品や化粧品などのほか、汗や呼気の匂いから病気を判断する医療機器への展開も検討する。匂いセン

サー関連で 30年までに 1千億円の売り上げを目指す。 

-------------------- 

◇その他 

・「特定認定看護師」が誕生 診療補助３８項目が可能に 

＜共同通信 2021年 7月 13日＞ https://www.47news.jp/news/6433216.html 

 日本看護協会（福井トシ子会長、約７６万人）は、国が制度化した特定行為研修を修了した認定看護師、計９

２２人を「特定認定看護師」として登録したと発表した。 

 登録された特定認定看護師は「皮膚・排せつケア」が最多の３００人、救急医療や集中治療に当たる「クリテ

ィカルケア」が２１７人、新型コロナウイルス感染症への対応で注目された「感染管理」が９６人、「糖尿病看

護」が８１人など。設定した全１９分野のすべてで登録された。 

 「特定行為研修」は国が２０１５年、専門性を有する看護師が医師や歯科医師の判断を待たずに、所定の診療

の補助ができるとした制度。今後一層必要となっていく在宅医療などを担う看護師を養成、確保するのが目的だ。 

 特定行為は「実践的な理解力、思考力、判断力と、高度、専門的な知識、技能が特に必要」とされた、人工呼

吸器の管理や脱水時の点滴など３８項目。 
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 従来は段階ごとにそれぞれ患者の状況を医師に伝え、その指示を仰ぐ必要があったが、特定行為研修を受けた

看護師は医師の指示を受けていれば現場でその実施の可否を判断することができる。 

 同協会は、患者の病態に応じた適切なケアや、退院後における異常の早期発見・対応、ほかの看護師への指導

などが期待されるとしている。 

 同協会は、既に制度がある「認定看護師」（約２万人）の特定認定看護師への移行を促すとともに、この特定

研修を組み入れた形に認定制度を改め、増員を図る。登録が増えることにより看護業務全体の専門性の向上や、

個々の看護師のキャリアアップにもつなげたい考えだ。 

 
---------- 

・最低賃金は時給 930円 過去最高 28円増、政権意向反映 

＜共同通信 2021年 7月 14日＞ https://nordot.app/787921448325988352?c=39546741839462401 

 中央最低賃金審議会（厚生労働相の諮問機関）の小委員会は 14日、21年度の地域別最低賃金の改定について

都道府県の時給を一律 28円引き上げ、930円とする目安をまとめた。02年度に時給で示す現在の方式となって以

降で最大。都道府県の地方審議会が目安通り引き上げれば全都道府県で 800円を上回る。 

 中央審議会は 16年度から 4年連続で 3％以上、24～27円の目安を示してきたが、コロナ禍の昨年度は足踏み。

菅政権は秋までに行われる衆院選をにらみ大幅引き上げに意欲を示していた。政権の意向が強く反映された形だ。 

 最高額は東京都の 1041円で、最低額は秋田など 7県の 820円。 

---------- 

・学術会議 私が外された理由と「6」の意味 加藤陽子氏 

＜朝日新聞 2021年 7月 15日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP7F5G05P77UPQJ00T.html 

********************************************************************************************* 

[付録] 

◇剥離剤を使用した塗料の剥離作業における労働災害防止について（令和2年8月17日付け基安化発0817第1号、

最終改正令和3年7月5日）                          上記 [3] 関係  

＜厚生労働省 2021年7月6日＞ https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/000803266.pdf 

基安化発0817第１号 

令和２年８月17日 

一部改正 基安化発1019第１号 

 令和２年10月19日 

一部改正 基安化発0705第１号 

 令和３年７月５日 

関係団体の長 殿 

厚生労働省労働基準局安全衛生部 

化学物質対策課長 

剥離剤を使用した塗料の剥離作業における労働災害防止について 

日頃から安全衛生行政の推進に格段の御理解、御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 
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さて、橋梁等の塗料を剥がす作業や石綿を含有する建築用仕上塗材を除去する作業において、様々な剥離剤が

使用されていますが、剥離剤に含まれる化学物質への引火による火災や、吸入による中毒事案が頻発している状

況にあり、原因物質の中には、特定化学物質障害予防規則（昭和47年労働省令第39号）、有機溶剤中毒予防規則

（昭和47年労働省令第36号）などの法令（以下「特化則等」という。）による規制の対象となっている物質以外

の物質も含まれています。 

このため、剥離剤を使用する作業において発生した労働災害の事例、剥離剤に含まれる化学物質の危険有害性、

剥離剤を使用する作業において講ずべき措置などについて、下記のとおりまとめましたので、貴団体におかれま

しては、下記の事項を傘下の会員事業場等に対して周知いただきますとともに、法令で規制されているか否かに

かかわらず、化学物質の危険有害性を踏まえた適正な使用について注意喚起をしていただきますようよろしくお

願い申し上げます。 

なお、ベンジルアルコールは令和３年１月１日からラベル表示・SDS（安全データシート。化学物質の危険有害

性、取扱い上の注意などが記載された文書。）交付及びリスクアセスメントの実施の対象となっていることにご

留意ください。また、周知用のパンフレットも同封いたしますので、周知にあたりご活用下さい。 

記 

１ 剥離剤による火災及び中毒事案の発生について 

（１）発生事例（火災） 

橋梁工事において、ベンジルアルコール含有の剥離剤により塗膜の除去作業を行っていたところ、火災が

発生し、死傷者複数名を出したもの。既存の塗膜に鉛や塩素化ビフェニル（PCB）等の有害物質が含まれるた

め養生をしており、かつ換気設備は稼働していなかったため、気化した剥離剤が滞留しやすく、また、塗膜

くずも堆積した状況になっていた。 

（２）発生事例（中毒） 

ア 屋内での床のタイルカーペットの張替工事の際、ジクロロメタン含有の剥離剤によりカーペット撤去後

に残った古い接着剤の除去作業を行っていたところ、中毒となり、意識を失った。災害当時、換気扇を付

けておらず、また、防毒マスクを着用していたが破過していた可能性が高い。 

イ 橋梁工事において、ベンジルアルコール含有の剥離剤により桁の塗料の剥離作業を行っていたところ、

複数名が意識不明や足下がおぼつかなくなった。災害当時、全体換気はなされており、また、防護服及び

電動ファン付き呼吸用保護具を着用していた。 

ウ 鉄筋コンクリート造の校舎解体工事において、石綿含有の外壁材に剥離剤（成分不明）を吹き付けて除

去作業中、５名が体調不良となり、腕や背中にも化学やけどを負った。呼吸用保護具を着用していた。 

エ 橋梁工事において、ベンジルアルコール含有の剥離剤により桁の塗膜の除去作業を行っていたところ、

複数名が吐き気や視覚障害などを発症した。被災当時、防護服や防護眼鏡は着用していたが、呼吸用保護

具の着用状況は不明。 

オ 作業足場において剥離剤（成分不明）を用いて塗膜除去作業中、剥離剤の揮発蒸気を吸引して一時的に

意識障害に陥り、足場から転落した。また、転落時に剥離剤の容器を倒し、中に入っていた剥離剤を浴び

て化学やけどを負った。 

カ 橋梁工事において、剥離剤の乾燥を防止するためビニルシートで養生を行い、ベンジルアルコール含有

の剥離剤により桁の塗料の剥離作業を行っていたところ、意識を失った。災害当時、換気は行っており、

また、防護服及び防毒マスクを着用していたが、防毒マスクの吸収缶の破過時間の管理を行っていなかっ

た。 

キ 橋梁塗装工事において、防炎シートと厚手のビニルシートで養生された環境下でベンジルアルコール含

有の塗膜剥離剤の吹き付け作業を行っていたところ、意識を失った。被災当時、防護服及び防毒マスクを

着用していた。 

ク 橋梁塗替塗装工事において、閉鎖された空間内でベンジルアルコール含有の塗膜剥離剤の吹き付け作業

を行っていた作業員が死亡し、救出に当たった複数の者も中毒症状を呈した。いずれの者も防護服及び防

毒マスクを着用していた。 

（３）剥離剤に含まれる化学物質によって発生するおそれがある健康障害 
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剥離剤に含有されている化学物質の中には、上記の発生事例にある火災につながる引火性のあるものや中

毒につながる急性毒性のあるものだけでなく、発がん性があるもの（皮膚から吸収されることによりがんが

発生するおそれがあるものを含む。）、生殖毒性（ばく露することで生殖能又は胎児への悪影響のおそれが

あるもの。）、反復ばく露により神経系の障害を引き起こすおそれがあるもの、眼・皮膚刺激性のあるもの

（眼に入ったり、皮膚に付着することで重い薬傷（いわゆる化学やけど）を引き起こすおそれがあるものを

含む。）もある。 

２ 剥離剤を安全に取扱うための標準的な手順について 

剥離剤には、下記３に掲げる化学物質以外にも、様々な化学物質が使用されているが、特化則等の規制対象

となっているものは含まれていなかったとしても、塗料等を化学反応で剥離させる作用を生じさせる効果があ

るものである以上、体内に取り込んだり、皮膚に触れたりすれば、人体に有害である可能性は高いことから、

剥離剤を用いる場合は、健康障害を防ぐために以下の措置を講じる必要がある。 

（１）ラベル・SDSの入手・確認 

○ 剥離剤を使用する場合は、必ず添付されているSDSに記載されている事項（特に危険有害情報、取扱い及

び保管上の注意、ばく露防止及び保護措置）を確認すること。 

○ SDSが添付されていない場合は、販売店舗又はメーカーから取り寄せること。 

○ SDSを入手できない製品の使用は避けること。 

（２）ばく露防止のための措置 

○ 特化則等の規制対象となっている物質が含まれている場合は、法令に規定されている措置を確実に講じ

ること。 

○ 等の規制対象となっている物質が含まれていない場合でも、SDSに記載されているばく露防止及び保護措

置を参考に、ばく露防止措置を確実に講じること。なお、製品によっては、法令の規制対象でないことを

もって安全という記載がなされているものもあるが、上記１（２）の災害事例にもあるとおり、法令の規

制対象でないことは、危険有害性がないことを意味するものではないことに特に注意すること。 

○ SDSを入手できない製品をやむを得ず使用する場合は、その製品には危険有害性のある物質が含まれてい

るものとみなして、適切な呼吸用保護具、保護手袋等の保護具を確実に使用する等、十分なばく露防止措

置を講じること。 

○ 作業場所をビニルシート等で隔離し、通風が不十分となる場合は、内部の剥離剤のガス、蒸気等の濃度

が高くなることが想定されるため、排気装置を設ける等、作業者のばく露濃度を低減させるための措置を

講じること。 

○ 塗料の剥離やかき落とし作業については、 

・ 鉛中毒予防規則第40条第１号の規定により、含鉛塗料のかき落とし業務は、「著しく困難な場合を除 

き、湿式によること。」 

・ 昭和42年３月31日付け基発第442号「鉛中毒予防規則の施行について」において、「第１号の「著しく

困難な場合」とは、サンドブラスト工法を用いる場合又は塗布面が鉄製であり、湿らせることにより錆

の発生がある場合等をいうこと。このサンドブラスト工法を用いる場合は、高濃度の粉じんばく露によ

る労働者への健康障害を防止するため、有効な呼吸用保護具を労働者に使用させること。」 

・ 平成26年５月30日付け基安化発0530第１号「鉛等有害物を含有する塗料の剥離やかき落とし作業におけ

る労働者の健康障害防止について」において、「剥離等作業は必ず湿潤化して行うこと。湿潤化が著

しく困難な場合は、当該作業環境内で湿潤化した場合と同等程度の粉じん濃度まで低減させる方策を

講じた上で作業を実施すること。」 

とされているところであるが、剥離剤を吹き付けること等により、労働者が高濃度で剥離剤にばく露す

るおそれがある場合も、鉛中毒予防規則第40条第１号の「著しく困難な場合」に該当することとし、サ

ンドブラスト工法又は照射部分にカバーが付いたパルスレーザー照射機器と日本産業規格Z8122に定め

るHEPAフィルタ付きの粉じんを吸引する機器を統合した処理方法（以下「パルスレーザー工法」という。）

を用いることが可能であること。ただし、サンドブラスト工法を用いる場合においては、可能な限り発

生する粉じん量が少ない工法を選択することとし、労働者には有効な呼吸用保護具として送気マスクを
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使用させること。パルスレーザー工法を用いる場合においては、労働者には有効な呼吸用保護具として

送気マスク又は全面形面体を有する電動ファン付き呼吸用保護具を使用させるとともに、作業時に有害

光線にばく露するおそれがあることから、呼吸用保護具の他、眼球や皮膚へのばく露による健康障害を

防止するため、労働者に保護眼鏡等を使用させること。また、パルスレーザー工法を導入するに当たっ

ては、メーカーの取扱説明書等を踏まえた作業手順を定め、安全衛生教育等の実施により、当該手順に

基づく作業が行われるよう労働者に徹底すること。 

なお、呼吸用保護具については、付着した塗料等が口や手に付かないよう、汚れを取り除く等によ適

切に管理すること。 

３ 剥離剤に使用される主な化学物質の危険有害性及び取扱い上の注意事項 

（１）ベンジルアルコール 

上記１（２）の事例の原因物であるベンジルアルコールは、いわゆる水系又はアルコール系剥離剤に使用

されている化学物質である。以下アのとおり、強い有害性があり、労働安全衛生法において、譲渡・提供時

のラベル表示及びSDS交付、取扱い作業等におけるリスクアセスメントの実施が義務付けられている。これら

を踏まえ、使用する際には、健康障害を防ぐために以下イの措置を講じる必要がある。 

ア ベンジルアルコールの危険有害性 

ベンジルアルコールは、GHS分類※により、以下の有害性があることが確認されている。 

 ・単回ばく露又は反復ばく露により中枢神経系及び腎臓に障害 

  ・強い眼刺激 

  ・眠気又はめまいのおそれ 

 ・飲み込む又は皮膚に接触すると有害 

※ ＧＨＳとは、国連の「化学品の分類及び表示に関する世界調和システム」をいい、化学品の危険有害 

性に関する情報を、それを取り扱う全ての人々に正確に伝えることによって、人の安全・健康及び環境

の保護を行うことを目的とするもの。このシステムにおいて、化学品の危険有害性を判定するための基

準が設けられており、その基準に従って、化学品の危険有害性が分類されている。 

 ＜GHSによる有害性区分とベンジルアルコールの該当区分＞ 

有害性の種類 有害性大 ←                              → 有害性小 

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 

特定標的臓器毒性 

（単回ばく露） 

臓器(中枢神 経系、

腎臓) の障害 

臓器の障害のお

それ 

呼吸器への 刺激のお

それ（気道刺 激性）  

― ― 

眠気又はめまいのおそ

れ（麻酔作 用） 

特定標的臓器毒性

（反復ばく露） 

長期にわたる／反

復ばく露による 臓

器(中枢神 経系)の

障害 

長期にわたる／

反復ばく露によ

る臓器の障害の

おそれ 

― ― ― 

眼に対する重篤な

損傷性／眼刺激性 

重篤な眼の損傷 強い眼刺激 眼刺激 ― ― 

急性毒性（経口、 経

皮） 

飲み込む／皮膚に接触／吸入すると生

命に危険 

飲み込む／皮膚に接触 

／吸入すると有毒 

飲み込む／ 皮膚

に接触 ／吸入す

ると有害 

飲み込む／皮膚 に

接触／吸入すると有

害のおそれ 

イ ベンジルアルコールを含有する剥離剤の取扱い作業において講ずべき措置 

剥離剤にベンジルアルコールが含有されている場合は、以下の措置を講じること。 

①  ベンジルアルコールを含む剥離剤の取扱い作業を行う場所には、その旨掲示するとともに、作業者以

外は立ち入らせないこと。 
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② 作業者に対し、剥離剤に含まれるベンジルアルコールの有害性、作業を行うに当たって注意すべき事項

（下記③～⑧を含む）について、作業開始前に周知すること。 

③ 作業者には保護眼鏡並びに不浸透性の保護衣、保護手袋及び保護長靴を使用させること。 

④  剥離剤の吹き付け等を行う作業者には、防毒マスクを使用していた者にも中毒症状がみられる事案が      

あることから、当分の間、送気マスクを使用させること。 

剥離剤吹き付け後に、塗膜をかき落とす作業を行う場合は、作業者には、かき落とし作業による粉じ 

んのばく露と剥離剤から揮発する有害物質のばく露の両方を防止するため、原則送気マスク又は防じん

機能を有する防毒マスクを使用させること。 

⑤  剥離剤の吹き付け作業と、剥離剤を吹き付けた後の塗膜のかき落とし作業を近接した場所で同時に行

うことは避けること。 

⑥  作業場所をビニルシート等で隔離し、通風が不十分となる場合は、内部のベンジルアルコール濃度が   

高くなることが想定されるため、排気装置を設ける等、作業者のばく露濃度を低減させるための措置を

講じること。 

⑦  剥離剤の取扱い作業は、作業者に体調不良等が生じた場合にすぐに必要な対応が行えるよう、常時作

業者の状況を把握できるような体制を確保すること。 

⑧  剥離された物にもベンジルアルコールが含まれているので、運搬又は貯蔵するときは、堅固な容器に

入れる又は確実に包装した上で、見やすい箇所にベンジルアルコールの名称や取扱い上の注意事項を

表示すること。 

⑨  SDS等の情報を基に、ベンジルアルコールを含む剥離剤の取扱い作業についてのリスクアセスメントを

実施し、リスクアセスメントの結果の労働者への周知、リスク低減措置を実施すること。 

（２）ジクロロメタン 

    ジクロロメタンは、いわゆる溶剤系剥離剤に使用されている化学物質である。以下アのとおり、強い有害

性があり、特化則により、特別有機溶剤として規制されている。 

ジクロロメタンを含む剥離剤を使用して塗材等の剥離を行う作業は、特定化学物質障害予防規則第38条の

８が準用する有機溶剤中毒予防規則第１条第１項第６号ホの「物の面の加工の業務」及び同号チ「払しょくの

業務」の有機溶剤業務に該当し、作業場所の通風が不十分な場合は、屋内作業場等として、排気装置等の設置

義務の対象にもなるため、作業条件に応じ、以下イの措置を講じる法令上の義務がある。 

ア ジクロロメタンの危険有害性 

    ジクロロメタンは、GHS分類により、以下の有害性があることが確認されている。 

   ・発がんのおそれ 

   ・単回ばく露により中枢神経系及び呼吸器に障害 

   ・長期にわたる又は反復ばく露により中枢神経系、肝臓及び生殖器（男性）に障害 

 ・皮膚刺激 

   ・強い眼刺激 

 ・眠気又はめまいのおそれ 

 ・吸入すると有害 

 ＜GHSによる有害性区分とジクロロメタンの該当区分＞ 

有害性の種類 有害性大 ←                              → 有害性小 

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 

発がん性 発がんのおそれ 発がんのおそれの

疑い 

   

特定標的臓器毒性

（単回ばく露） 

臓器(中枢神経系、

呼吸器)の障害 

臓器の障害のおそ

れ 

呼吸器への刺激の

おそれ（気道刺 激

性） 

― ― 

眠気又はめまいの
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おそれ（麻酔作用） 

特定標的臓器毒性

（反復ばく露） 

長期にわたる／反

復ばく露による臓

器(中枢神 経系、肝

臓、生殖器)の障害 

長期にわたる／反

復ばく露による臓

器の障害のおそれ 

― ― ― 

生殖毒性 生殖能又は胎児へ

の悪影響のおそれ 

生殖能又は胎児へ

の悪影響のおそれ

の疑い 

― ― ― 

皮膚腐食性／刺激

性 

重篤な皮膚の薬傷

／眼の損傷 

皮膚刺激 軽度の皮膚刺激 ― ― 

眼に対する重篤な

損傷性／眼刺激性 

重篤な眼の損傷 強い眼刺激 眼刺激   

急性毒性（吸入） 飲み込む／皮膚に接触／吸入すると生命

に危険 

飲み込む／皮膚に

接触／吸入すると

有毒 

飲み込む／皮膚に

接触／吸入すると

有害 

飲み込む／皮膚 に

接触／吸入すると

有害のおそれ 

イ ジクロロメタンを含有する剥離剤の取扱い作業において講ずべき措置 

剥離剤にジクロロメタンが１％を超えて含有されている場合は、以下の措置を講じること（②、③、⑤、

⑥及び⑨から⑫までは特化則に基づく義務（罰則あり）。）。 

① ジクロロメタンを含む剥離剤の取扱い作業を行う場所には、その旨掲示するとともに、作業者以外は立 

ち入らせないこと。 

② 有機溶剤作業主任者技能講習を修了した者のうちから特定化学物質作業主任者を選任し、労働者の指揮 

や保護具の使用状況の監視を行わせること。 

③ ジクロロメタンの名称、ジクロロメタンが人体に及ぼす作用、取扱い上の注意事項、使用すべき保護具に

ついて、作業場の見やすい場所に掲示すること。 

④ 作業者に対し、剥離剤に含まれるジクロロメタンの有害性、作業を行うに当たって注意すべき事項（上記

③～⑨を含む）について、作業開始前に周知すること。 

⑤ 作業場所をビニルシート等で隔離し、通風が不十分となる場合は、局所排気装置又はプッシュプル型換気

装置を設け、稼働させること。ただし、その設置が困難又は作業時間がおおむね３時間以内である場合は、

全体換気装置を設け、稼働させることでもよいこと。 

⑥ 作業者には保護眼鏡並びに不浸透性の保護衣、保護手袋及び保護長靴を使用させること。 

⑦ 剥離剤の吹き付け等を行う作業者には送気マスクや防毒マスク（有機ガス用防毒マスクの型式検定合格

品）を使用させること。なお、防毒マスクを使用させる場合は、ジクロロメタンを含む剥離剤の吹き付け

作業においては、気中濃度が高くなり、数十分程度と極めて短時間で吸収缶が破過した事案も認められ、

防毒マスクは、吸収缶が破過すると、除毒能力がなくなるので、使用時間及びマスクの状態を作業主任者

など作業者以外の者が常時厳格に管理し、定期的に吸収缶を交換する必要があることに留意すること。 

剥離剤吹き付け後に、塗膜をかき落とす作業を行う作業者には、かき落とし作業による粉じんのばく露

と、剥離剤から揮発する有害物質のばく露の両方を防止するため、送気マスク又は防じん機能を有する防

毒マスクを使用させること。なお、剥離剤の吹き付け作業と、剥離剤を吹き付けた後の塗膜のかき落とし

作業を近接した場所で同時に行うことは避けること。 

⑧ 剥離剤の取扱い作業は、作業者に体調不良等が生じた場合にすぐに必要な対応が行えるよう、常時作業者

の状況を把握できるような体制を確保すること。 

⑨ 洗顔、洗身又はうがいの設備、更衣設備及び洗濯のための設備を設けること。 

⑩ 剥離された物にもジクロロメタンが含まれているので、運搬又は貯蔵するときは、堅固な容器に入れる又

は確実に包装した上で、見やすい箇所にジクロロメタンの名称や取扱い上の注意事項を表示すること。 

⑪ ジクロロメタンを含む剥離剤の取扱い作業に常時従事する労働者に対しては、ジクロロメタンに関する健
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康診断を６月以内ごとに実施すること。 

⑫ ジクロロメタンを含む剥離剤の取扱い作業に常時従事する労働者について、１月を超えない期間ごとに当

該労働者の氏名、従事した作業の概要や期間等を記録し、30年間保存すること。 

＜参考＞ 

国において、国内で使用されている主な化学物質のうち、約3,000物質についてモデルSDSを作成し、以下①

のWebサイトで公表しているので、対策を講じる上で参考とすること。 

「職場のあんぜんサイト GHS対応モデルラベル・モデルSDS情報」 

https://anzeninfo.mhlw.go.jp/anzen_pg/GHS_MSD_FND.aspx 

-------------------- 

◇大学このままじゃあかん 総長選最下位候補が残した爪痕 

＜朝日新聞 2021年 7月 13日＞ https://www.asahi.com/articles/ASP7952SVP6GPTIL020.html 

 5月にあった大阪大学の総長選考は、教職員投票とは異なる結果が出され、学内から疑問の声があがった。そ

の総長選考で、「インディーズ系候補」を名乗って戦った候補がいた。生命機能研究科教授の仲野徹さん（64）。

「大学を変えるには総長選考から変えるべきだ」と訴え、敗れた。昨今の国立大は学長の話題で何かと騒がしい。

仲野さん、伝えたかったことは何ですか？ 

「総合的に判断」 不透明さを指摘された総長選考 

 ――総長選の不透明性を批判し、活動は徹底的にインターネットで公開しました。総長選ではどんなことが行

われるのですか。 

 まるでムラ社会の選挙戦です。候補者や支持者が「有権者」のいる研究室や学部を訪ねるというのが一般的な

選挙運動で、中で何を話しているかはわかりません。 

 閉鎖的な対話では、個人や学部にとって利益になる要望ばかりが出るでしょう。でもひもじい今の大学にすべ

てをかなえることはできない。実現できなければうそつきといわれて信頼関係が失われる。これでは全体を俯瞰

（ふかん）した大学運営はできません。 

 通常、候補の所信表明は学内の人間しか見られませんが、私はホームページで公開しました。学内の女性研究

者の会から懇談会を要請されたときは、公開することを条件として受け、オンラインで誰もが見られる状態で行

いました。 

《5月 25日にあった総長選考は、現職の西尾章治郎氏（69）、澤芳樹氏（66）、仲野氏の 3人が候補だった。「学

内意向調査」と呼ばれる教授や幹部職員の投票の後、学内外の委員で構成する選考会議が投票で次期総長を決定

する。教職員投票の結果は、1位の澤氏が 346票、西尾氏が 263票、仲野氏が 98票だった。だが、選考会議の投

票では西尾氏が 6票、澤氏が 5票と逆転。西尾氏の 2025年までの再任が決まった。》 

 ――選考会議は教職員投票と異なる結論を出しました。 

 前提として、私はルールにのっとって戦ったので、その結果に文句はありません。総長は選考会議が決めるこ

とになっているので、教職員の意向と違う人を選ぶことも選考会議の権利です。 

 しかしそこにはかなりの説明責任が生じます。説明しなければ不満を抱く教職員が出るのも当然です。 

 教職員投票の後の選考会議はかなり長引きました。それだけの議論をしたのであれば堂々と説明すべきです。

この点において、選考会議は十分な職責を果たしていないといわざるを得ません。 

現職に有利な制度 学生の投票やってもいいのでは？ 

《選考会議後の会見では、教職員投票と選考会議の結果の「ねじれ」について質問が相次いだ。選考会議の鈴木

直議長（公益財団法人地球環境センター理事長）は「総合的に判断した」と述べるにとどめた。阪大の複数の教

職員によると、6月に入って学内では選考会議に十分な説明を求める質問書や意見書が出され、100人規模の連名

のものもあったという。学長選をめぐる混乱は他の国立大でも起きてお 

り、昨年には東京大や筑波大であった学長選考が不透明だと批判された。》 

――国立大の学長は教員の選… 

-------------------- 

◇韓国、オンライン授業１年の「衝撃の結果」 アフターコロナへ見えてきた課題【世界から】 

＜共同通信 2021年 7月 13日＞ https://nordot.app/785369019239628800 
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 世界がコロナ禍に見舞われて１年半になる。現在ではワクチン接種が進むなど、「集団免疫の獲得」や「アフタ

ーコロナ」を見越した動きもある。韓国でも学校教員への接種を進め、夏休み後の２学期からはすべての学校で、

すべての学年の児童、生徒が登校での授業を受けられることを目標としている。 

 オンライン化が進んでいる韓国では、この１年、登校授業の傍ら、小学校から大学までオンラインによる授業

も行ってきた。海外からも注目された取り組みだったが、ここにきて思わぬ弊害や影響が出ていることが明らか

になった。 

▽称賛されたが… 

 韓国では毎年３月に新年度が始まるが、昨年は２月から新型コロナウイルス感染拡大による非常事態措置が続

き休校に休校が重ねられた。４月に入り、各家庭にインターネット環境やパソコン、ｉＰａｄなど必要な機器が

あるかを調査した上で、自宅でのオンライン授業が始まった。 

 ４、５月はオンライン授業、６月からは１、２週間に数日の登校授業とオンライン授業の組み合わせになり、

これが１年たった現在まで続いている。（組み合わせ方は生徒数の規模などにより各学校に一任されていて、既

にすべての学年で毎日登校授業を行っている小規模校もある） 

 ある小学生のオンライン授業の様子を見ると、まず専用サイトにログインし、学習関連動画を視聴する。そし

て授業ごとに教科書の指定されたページの問題を解き、授業の感想文を書く―といった課題が与えられる。各生

徒の授業や課題の進行状況は教師によって管理され、授業に参加できないことがないよう配慮がされている。 

 昨年春、韓国でオンライン授業が開始されたころ、日本でも全国の小中高校などが一斉休校となった。日本に

いる友人や知人は、韓国であっという間にオンライン授業が始まったことを驚いていた。 

▽学力試験の衝撃 

 しかし、先日、政府と教育関係者に衝撃を与えるニュースが飛び込んで来た。６月３日の中央日報の報道によ

ると、「学業成就度評価」において、基礎学力の水準に達していない生徒の比率が過去最大を記録したというの

だ。 

 日本の全国学力テストに当たるこのテストは、中学３年生と高校２年生を対象に国語、数学、英語について、

通常は６月に行われる。昨年度は休校で学年のスタートが遅れたため１１月に実施され、その結果が先日発表さ

れたのだ。 

 特に到達水準が大きく下がったのが「数学」で、中学と高校で「基礎学力に未達」の生徒の割合が１３％を超

えた。また、女子生徒より男子生徒、そして都市部よりも地方の生徒の学力低下が顕著だった。 

 ２０１７年の文大統領就任以降、「学業成就度評価」の結果は毎年上昇傾向にあっただけに、教育部の長官は

「新型コロナの影響によって通常の学校生活に制限があったこと、これが生徒たちの学習意欲や自信を低下させ、

今回の結果にもつながったと見られる」とコメント。教育部は今回の結果を重く見て、対応を検討すると発表し

た。 

 やはり、昨年１年間の試行錯誤の中での授業運営は予想以上に影響が大きかったということだろう。特に現在

の高校２年生は、高校生活のスタートからコロナ対応の影響をもろに受けた上に、もう来年度は大学受験。早急

な対応が望まれる。 

▽見えた限界 

 １年以上、オンライン授業の様子を見てきたが、確実にバージョンアップした。教育動画は充実したし、本年

度は小学校でも国語、数学、科学、社会、英語…など主要教科を中心に、教師によるズームでの授業時間が増え

た。比較的年齢が高い教員も、ズームでスムーズに授業を行い、学校の連絡用アプリを難なく使いこなす。常に

改善や努力を惜しまない様子には感心させられる。 

 しかし、正直なところ、オンライン授業を家庭でもしっかり管理できるのは小学生までが限度ではないかと思

う。 

 中学生ともなると反抗期にさしかかり、保護者が管理するのは難しくなる。授業開始に起きていない、オンラ

イン授業の画面を開きつつ携帯でゲームをしたり動画を見たり…。注意すればけんかになる。頭を抱える保護者

も多かった。 

 小学生の授業内容なら家庭でも何とかカバーできても、中学、高校の内容となると難しいところも多いのでは

ないか。オンライン授業だけでは不十分という声も挙がるだろう。 
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 やはり、学校で直接授業を受けることは何にも勝ると痛感するが、いち早く取り組み、確実に進化したオンラ

イン授業すべてを否定してほしくはない。この１年で築き上げた実績や良かった点を分析して、反省すべきとこ

ろは反省し、今後の教育に生かしてほしいと願うところである。 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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